
三重県における補助金等の基本的な在り方に関する条例（平成１５年三重県条例第３１号）第６条の規定により、
平成２３年第１回定例会にかかる交付決定実績調書及び交付決定実績調書（変更分）を公表します。

第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：政策部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称 補助事業者の氏名
及び住所 交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由 実現しようとする政策、施

策及び目標
補助金等の交付以外
の方法の可能性 室（課）名 備考

1-1
（1-23）

市町村合併支援
交付金

志摩市
志摩市阿児町鵜方
3098番地9

74,000合併市町の合併後
の一体的なまちづ
くりのための事業
の一部を支援す
る。

・市町村合併に伴い発生する一
時的な財政需要について合併
市町の負担を軽減するととも
に、合併後の一体的なまちづく
り等を支援する。
・政策部関係補助金等交付要
綱

（政策）県民参画による
地域づくりと交流・連携
を支える絆づくりの推進
（施策）分権型社会の
実現
（目標）市町への権限
移譲度

合併市町において、
本交付金以外の方法
では合併に伴う一時
的な財政需要に対応
することが困難なこと
から本交付金制度は
必要である。

市町行財
政室

1-2
（1-23）

同上 伊賀市
伊賀市上野丸之内
116番地

100,000 同上 同上 同上 同上 同上

1-3
（1-23）

同上 南伊勢町
度会郡南伊勢町
五ヶ所浦３０５７

84,300 同上 同上 同上 同上 同上

電話 059-224-2119

2011年2月14日
連絡先
総務部

予算調整室

政策部 １



第２－１号様式（条例第６条第３項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上、変更分）

（部局名： 政策部）  (単位：千円)

変更前 変更後

1-1
（1-3）

市町村合併支援
交付金

南伊勢町
度会郡南伊勢町
五ヶ所浦３０５７

合併市町の合併後の
一体的なまちづくりの
ための事業の一部を
支援する。

84,300 73,500 国交付金の事業充当額が増額に
なったことに伴い、県交付金の充
当額を減じたため。

市町行財政室

1-2
（2-5）

「美（うま）し国お
こし・三重」実行
委員会負担金

「美（うま）し国おこ
し・三重」実行委員
会
津市広明町１３

「こころのふるさと三
重」づくりを進める一
環として、平成21年
から平成26年の6年
間にわたって実施す
る「美（うま）し国おこ
し・三重」の推進組織
である「美（うま）し国
おこし・三重」実行委
員会に対し県負担金
を交付する。

175,566 142,459地域をより良くしていこうとする
パートナーグループへの専門家
派遣や財政的支援の減額等に伴
う負担金の減額

「美し国おこし・
三重」推進室

備考番号 変更の内容及び理由 室（課）名補助金等の名称 補助事業者の氏名
及び住所

事業内容
交付決定額

政策部 ２



第２－３号様式（条例第６条第３項関係）
交付決定実績調書（５億円以上、変更分）

（部局名：政策部）  (単位：千円)

変更前 変更後

1-1
（2-1）

四日市港管理組
合県負担金

四日市港管理組合
四日市市霞２丁目
１－１

港湾法の規定によ
る港湾管理者の業
務に対する県負担
金

2,118,036 2,084,048 四日市港管理組合一般会計補
正予算において、歳出の減額補
正を行ったことに伴い県負担金
が減額となったため。

交通政策室

備考番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名

及び住所 事業内容
交付決定額

変更の内容及び理由 室（課）名

政策部 ３



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：生活・文化部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外
の方法の可能性

室（課）名 備考

1-1
(1-4)

隣保館運営費等
補助金
（平成22年度）

津市
津市西丸之内23－
１

86,547 市町が設置してい
る隣保館等におい
て実施している相
談事業、啓発及び
広報活動、地域交
流事業等に対して
補助を行う。

（目的・理由）
隣保館が、福祉の向上や人権
啓発の住民交流の拠点となる
開かれたコミュニティーセンター
として、人権課題解決のための
各種事業を行うため交付する。
（根拠）
地方改善事業費（隣保館運営
費等）補助金交付要綱
生活・文化部関係補助金等交
付要綱

政策：一人ひとりが尊重
され、誰もが参画できる
社会の実現
施策：人権尊重社会の
実現
目標：地域交流促進事
業実施館数

市町の人権啓発等の
拠点である隣保館の
事業を円滑に進める
ための支援としては、
経常経費にかかる補
助金の交付が適当で
ある。

人権・同
和室

1-2
(1-14)

三重県緊急雇用
創出基金事業市
町等補助金
（平成22年度）

伊勢市
伊勢市岩淵1丁目
7-29

121,518 地域の実情に即し
た事業の実施によ
り、失業者の雇用
機会の創出を図
る。

（目的・理由）
緊急雇用創出事業臨時特例交
付金として国から交付を受け、
造成した基金を活用し緊急かつ
臨時的な雇用創出を図る。
（根拠）
三重県緊急雇用創出事業臨時
特例基金条例
生活・文化部関係補助金等交
付要綱

政策：安心を支える雇
用と就業環境づくりの
推進
施策：地域の実情に応
じた多様な雇用支援
目標：新規雇用者の確
保

当補助金は、当事業
の実施を目的として
国から受けた交付金
によるものである。

勤労・雇
用支援室

1-3
(1-14)

同上 南伊勢町
度会郡南伊勢町
五ヶ所浦3057

73,765 同上 同上 同上 同上 同上

1-4
(1-25)

私立学校教職員
退職基金財団補
助金
（平成22年度）

(財)三重県私立学
校教職員退職基金
財団
津市上浜町1丁目
293-4

177,871 私立学校教職員へ
の安定した退職金
の支給に係る支援
を行う。

（目的・理由）
私立学校教職員の相互扶助事
業への助成を行うことにより、そ
の処遇の安定化を図る。
（根拠）
生活・文化部関係補助金等交
付要綱

政策：豊かな個性を育
む人づくりの推進
施策：学校教育の充実
目標：私学教育の振興
（私立学校教職員の処
遇の充実）

私立学校教職員の処
遇の充実を図るうえ
では、退職基金の安
定化のための補助金
の交付が適当であ
る。

生活・文
化総務室

生活・文化部 1



第２－１号様式（条例第６条第４項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上、変更分）

（部局名：生活・文化部）  (単位：千円)

変更前 変更後
1-1
(2-1)

三重県緊急雇用創出基金事業市町
等補助金（平成22年度）

津市
津市西丸之内23-1

地域の実情に即した事業の実施により、失
業者の雇用機会の創出を図る。

473,228 474,631 既交付決定事業数及び事業費の増 勤労・雇
用支援室

1-2
(2-2)

同上 志摩市
志摩市阿児町鵜方
3098-22

同上 279,227 275,536 同上 同上

1-3
(2-4)

同上 松阪市
松阪市殿町1340-1

同上 97,694 89,914 同上 同上

1-4
(2-5)

同上 鈴鹿市
鈴鹿市神戸1丁目
18-18

同上 120,179 132,890 同上 同上

1-5
(2-6)

同上 名張市
名張市鴻之台1-1

同上 137,139 153,431 同上 同上

1-6
(2-7)

同上 伊賀市
伊賀市上野丸之内
116

同上 187,267 203,917 同上 同上

1-7
(2-8)

同上 明和町
多気郡明和町大字
馬之上945

同上 93,161 96,583 同上 同上

1-8
(2-9)

同上 玉城町
度会郡玉城町田丸
114-2

同上 102,260 106,993 同上 同上

1-9
(2-10)

同上 四日市市
四日市市諏訪町1-
5

同上 131,795 158,314 同上 同上

1-10
(2-11)

同上 熊野市
熊野市井戸町796

同上 82,321 92,346 同上 同上

1-11
(2-12)

同上 桑名市
桑名市中央町2丁
目37

同上 96,033 120,926 同上 同上

1-12
(2-13)

三重県ふるさと雇用再生特別基金
事業市町等補助金（平成22年度）

鳥羽市
鳥羽市鳥羽3丁目
1-1

地域の創意工夫に基づく事業の実施により、
失業者の雇用機会の創出を図る。

74,942 65,972 既交付決定事業数及び事業費の減 同上

備考番号 変更の内容及び理由 室（課）名補助金等の名称 補助事業者の氏名
及び住所

事業内容
交付決定額

生活・文化部 ２



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：健康福祉部 (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外
の方法の可能性

室（課）名 備考

1-1
(1-3)

医療施設耐震化
整備事業費補助
金

紀南病院組合
南牟婁郡御浜町阿
田和4750

79,844医療施設耐震化臨
時特例基金を活用
することにより、災
害拠点病院、救急
救命センターを有
する病院及び二次
救急医療機関の耐
震化に必要な経費
の一部を補助す
る。

大規模地震等の災害時に重要
な役割を果たす災害拠点病院
等の医療施設について耐震化
を図るため、「三重県医療施設
耐震化整備事業費補助金交付
要領」に基づき交付する。

政策：災害に強い県土
づくりの推進
施策：防災対策の推進
目標：災害時に地域の
拠点となる医療施設の
耐震化を促進

大規模地震等の災害
時に重要な役割を果
たす災害拠点病院等
の医療施設の耐震化
を促進することによ
り、災害時における
適切な医療提供体制
の整備を図るための
ものであり、補助金
等の交付以外の方法
はない。

健康福祉
総務室

1-2
(1-8)

北勢健康増進
センター整備事
業費補助金

四日市市
四日市市諏訪町1-
5

128,826四日市市が行う北
勢健康増進セン
ター整備事業にか
かる施設整備に要
する経費の２分の
１を補助する（平成
７～平成２２年
度）。

地域住民の健康増進に寄与す
るため、「北勢健康増進セン
ター整備事業費補助金交付要
綱」に基づき、四日市市が行う
北勢健康増進センター整備事
業の経費に対して補助金を交
付する。

政策：健やかなくらしを
育むささえあい社会の
構築
施策：健康づくりの推進
目標：地域住民の健康
回復・増進。（健康の保
持、増進に心がけてい
る人の増加）

施設整備に係る経費
が多額のため、補助
金の交付がなければ
整備ができない。

健康づくり
室

1-3
(1-48)

地域福祉権利擁
護事業補助金

（社福）三重県社会
福祉協議会
津市桜橋２丁目
131

72,403 地域福祉権利擁護
事業の運営に必要
な経費に対して補
助金を交付する。

「健康福祉部関係補助金交付
要綱」及び「セーフティネット支
援対策等事業費補助金交付要
綱」に基づき交付する。

政策：健やかなくらしを
育むささえあい社会の
構築
施策：地域とともに進め
る社会福祉づくり
目標：判断能力が不十
分な高齢者等が必要な
福祉サービスを利用し
ている

社会福祉法に基づき
県内で同じ支援が受
けられるためには、
実施主体である県社
協への補助金の交付
以外の方法はない。

社会福祉
室

健康福祉部 1



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：健康福祉部 (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外
の方法の可能性

室（課）名 備考

1-4
(1-46)

国民健康保険調
整交付金

津市
津市西丸ノ内23－
1

833,866市町間において産
業構造、住民の所
得、家族構成等に
より被保険者の保
険料(税)負担能力
等には格差が存在
しているため、定率
国庫負担のみでは
解消できない市町
間の財政調整を実
施する。

市町国保の財政運営の安定化
を図るため「国民健康保険法第
72条の2」に基づき交付する。

政策：安心を支える医
療・福祉の推進
施策：医療体制の整備
目標：適正な医療保険
制度の確保

市町間における産業
構造、住民の所得、
被保険者の保険料
(税)負担能力等の格
差を是正するために
は、補助金等の交付
以外の方法はない。

社会福祉
室

1-5
(1-46)

同上 四日市市
四日市市諏訪町1
－5

784,776同上 同上 同上 同上 同上

1-6
(1-46)

同上 伊勢市
伊勢市岩渕１－７
－29

406,598同上 同上 同上 同上 同上

1-7
(1-46)

同上 松阪市
松阪市殿町1340－
1

537,810同上 同上 同上 同上 同上

1-8
(1-46)

同上 桑名市
桑名市中央町2－
37

390,938同上 同上 同上 同上 同上

1-9
(1-46)

同上 鈴鹿市
鈴鹿市神戸1－18
－18

565,096同上 同上 同上 同上 同上

1-10
(1-46)

同上 名張市
名張市鴻之台1番
町1

189,179同上 同上 同上 同上 同上

1-11
(1-46)

同上 亀山市
亀山市本丸町577

120,999同上 同上 同上 同上 同上

1-12
(1-46)

同上 鳥羽市
鳥羽市鳥羽3－1－
1

110,288同上 同上 同上 同上 同上

健康福祉部 2



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：健康福祉部 (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外
の方法の可能性

室（課）名 備考

1-13
(1-46)

国民健康保険調
整交付金

熊野市
熊野市井戸町796

78,137市町間において産
業構造、住民の所
得、家族構成等に
より被保険者の保
険料(税)負担能力
等には格差が存在
しているため、定率
国庫負担のみでは
解消できない市町
間の財政調整を実
施する。

市町国保の財政運営の安定化
を図るため「国民健康保険法第
72条の2」に基づき交付する。

政策：安心を支える医
療・福祉の推進
施策：医療体制の整備
目標：適正な医療保険
制度の確保

市町間における産業
構造、住民の所得、
被保険者の保険料
(税)負担能力等の格
差を是正するために
は、補助金等の交付
以外の方法はない。

社会福祉
室

1-14
(1-46)

同上 東員町
東員町大字山田
1600

74,379同上 同上 同上 同上 同上

1-15
(1-46)

同上 菰野町
菰野町大字潤田
1250

116,044同上 同上 同上 同上 同上

1-16
(1-46)

同上 明和町
明和町大字馬之上
945

70,745同上 同上 同上 同上 同上

1-17
(1-46)

同上 いなべ市
いなべ市笠田新田
111

126,906同上 同上 同上 同上 同上

1-18
(1-46)

同上 志摩市
志摩市阿児町鵜方
3098－22

226,107同上 同上 同上 同上 同上

1-19
(1-46)

同上 伊賀市
伊賀市上野丸ノ内
116

272,790同上 同上 同上 同上 同上

1-20
(1-46)

同上 南伊勢町
南伊勢町五ヶ所浦
3057

72,477同上 同上 同上 同上 同上

1-21
(1-46)

同上 紀北町
紀北町海山区相賀
495番地8

73,499同上 同上 同上 同上 同上

健康福祉部 3



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：健康福祉部 (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外
の方法の可能性

室（課）名 備考

1-22
(1-99)

放課後児童対策
事業費補助金

津市
津市西丸之内23－
1

110,907 昼間保護者のいな
い主に小学校低学
年児童等を対象
に、小学校の余裕
教室、児童館等を
利用して児童の育
成・指導・遊びによ
る発達の助長等健
全育成の向上を図
る。

「放課後子どもプラン推進事業」
により市町が設置する放課後
児童クラブの運営費等に補助
する。

政策：健やかなくらしを
育むささえあい社会の
構築
施策：子育て環境の整
備
目標：放課後児童クラ
ブ数（325か所）

市町が実施する事業
や市町がする補助に
対して補助するもの
であり、補助金等の
交付以外の方法はな
い。

こども未
来室

1-23
(1-99)

同上 四日市市
四日市市諏訪町１
番5号

84,484 同上 同上 同上 同上 同上

1-24
(1-99)

同上 鈴鹿市
鈴鹿市神戸一丁目
18番18号

71,014 同上 同上 同上 同上 同上

1-25
(1-107)

延長保育促進
事業費補助金

津市
津市西丸之内23－
1

82,764 市町以外の者の設
置する保育所で、１
１時間を超えてさら
に３０分以上の延
長保育を実施する
ために要する費用
を補助する。

延長保育の需要に対応するた
め、｢健康福祉部関係補助金等
交付要綱｣に基づいて交付す
る。

政策：健やかなくらしを
育むささえあい社会の
構築
施策：子育て環境の整
備
目標：放課後児童クラ
ブ数

国の保育対策等促進
事業費補助金交付要
綱（平成20年6月9日
厚生労働省発雇児第
0609001号厚生労働
事務次官通知）に基
づく補助金である。

こども家
庭室

1-26
(1-107)

同上 四日市市
四日市市諏訪町１
番5号

79,914 同上 同上 同上 同上 同上

1-27
(1-107)

同上 鈴鹿市
鈴鹿市神戸一丁目
18番18号

115,971 同上 同上 同上 同上 同上

健康福祉部 4



第２－１号様式（条例第６条第４項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上、変更分）

（部局名：健康福祉部）  (単位：千円)

変更前 変更後
1-1
(2-1)

公立大学法人三
重県立看護大学
運営費交付金

公立大学法人三重県
立看護大学
津市夢が丘１丁目１番
１

公立大学法人三重県立看護大
学の運営費を交付する。

705,469 670,704前年度剰余金のうち人件費相当額を
今年度の運営費に充当することに伴
う減額。

健康福祉
総務室

1-2
(1-1)

三重県交通施設
バリアフリー化設
備モデル整備補
助金（H21）

近畿日本鉄道株式会
社
大阪府大阪市天王寺
区上本町６丁目１番５
５号

鉄道事業者が行う駅舎へのエ
レベーター設置などバリアフ
リー化に要する経費の一部を
補助する。

176,414 176,889 事業実施の結果、所要経費が減少し
たため。

健康福祉
総務室

1-3
(2-4)

社会福祉施設職
員等退職手当共
済事業給付費補
助金

独立行政法人福祉医
療機構
東京都港区虎ノ門４丁
目３番１３号

独立行政法人福祉医療機構が
実施する社会福祉施設職員等
退職手当共済事業において、
県内社会福祉施設等の被共済
職員が退職したときに同機構
が支給する退職手当金の一部
を補助するものである。

209,010 300,264 当初交付決定時は当年度の職員数
が未確定であったことから、前年度職
員数の７割で交付決定し、当年度職
員数確定後に変更交付決定を行なっ
たため。

社会福祉
室

1-4
(2-53)

安心こども基金
保育基盤整備事
業補助金

四日市市
四日市市諏訪町
１－５

保育所の計画的な整備等に対
して補助を行う。

138,187 150,787 整備対象保育所を追加（１保育所）し
たため。

こども家
庭室

備考番号 変更の内容及び理由 室（課）名補助金等の名称
補助事業者の氏名及び
住所 事業内容

交付決定額

健康福祉部 ５



第２－２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（５億円以上）

（部局名：健康福祉部） (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外
の方法の可能性

室（課）名 備考

1-4
(1-46)

国民健康保険調
整交付金

津市
津市西丸ノ内23－
1

833,866市町間において産
業構造、住民の所
得、家族構成等に
より被保険者の保
険料(税)負担能力
等には格差が存在
しているため、定率
国庫負担のみでは
解消できない市町
間の財政調整を実
施する。

市町国保の財政運営の安定化
を図るため「国民健康保険法第
72条の2」に基づき交付する。

政策：安心を支える医
療・福祉の推進
施策：医療体制の整備
目標：適正な医療保険
制度の確保

市町間における産業
構造、住民の所得、
被保険者の保険料
(税)負担能力等の格
差を是正するために
は、補助金等の交付
以外の方法はない。

社会福祉
室

1-5
(1-46)

同上 四日市市
四日市市諏訪町1
－5

784,776同上 同上 同上 同上 同上

1-7
(1-46)

同上 松阪市
松阪市殿町1340－
1

537,810同上 同上 同上 同上 同上

1-9
(1-46)

同上 鈴鹿市
鈴鹿市神戸1－18
－18

565,096同上 同上 同上 同上 同上

健康福祉部 ６



第２－３号様式（条例第６条第４項関係）
交付決定実績調書（５億円以上、変更分）

（部局名：健康福祉部）  (単位：千円)

変更前 変更後
1-1
(2-1)

公立大学法人三
重県立看護大学
運営費交付金

公立大学法人三重県
立看護大学
津市夢が丘１丁目１番
１

公立大学法人三重県立看護大
学の運営費を交付する。

705,469 670,704前年度剰余金のうち人件費相当額を
今年度の運営費に充当することに伴
う減額。

健康福祉
総務室

備考番号 補助金等の名称 補助事業者の氏名及び
住所 事業内容

交付決定額
変更の内容及び理由 室（課）名

健康福祉部 ７



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：農水商工部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
  補助事業者の氏名
  及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外
の方法の可能性

室（課）名 備考

1-1
(1-37)

団体営農業集落
排水整備支援事
業費補助金

伊賀市
伊賀市上野丸之内
１１６

97,793 団体営農業集落排水整
備促進事業を支援するた
め、市町の起債償還に対
して支援を行う。
（平成２２年度整備地区：
伊賀市神戸、依那古、
花垣、府中第1、府中第
2、府中第3地区）

（目的・理由）
農業用排水の水質保全、
農業用排水施設の機能維
持又は農村生活環境の改
善を図り、併せて公共用水
域の水質保全に寄与する。
（根拠）
農水商工部関係補助金等
交付要綱

（政策）
活力ある地域づくりの
推進
（施策）
元気で魅力ある農山漁
村づくり
（目標）
魅力が発揮できるむら
づくり

本事業の実施にあ
たっては多額の経費
を必要とすることか
ら、事業主体は補助
金によらなければ、
実施が困難である。

農山漁村室

1-2
(1-43)

鳥獣被害防止総
合対策事業費補
助金

伊賀市鳥獣害対策
協議会
伊賀市上野丸之内
１１６

77,029獣害対策に取り組む市町
獣害対策協議会に対し補
助金を交付する。

（目的・理由）
鳥獣被害の深刻化・広域化
に対応し、鳥獣被害防止特
措法により市町が作成した
被害防止計画に基づく取組
を進めるため、国からの鳥
獣被害防止総合対策交付
金により総合的に支援す
る。
（根拠）
農水商工部関係補助金等
交付要綱

（政策）
安心を支える力強い農
林水産業の振興
（施策）
安全で安心な農産物の
安定的な提供
（目標）
獣害につよい集落づく
り

本事業の実施にあ
たっては多額の経費
を必要とすることか
ら、事業主体は補助
金によらなければ、
実施が困難である。

同上

1-3
(1-56)

広域漁港整備事
業費補助金

伊勢市
伊勢市岩淵
１－７－２９

71,910 漁港を計画的に整備し、
県民のニーズに的確に対
応した水産物の安定供給
に資するため、豊北漁港
の整備に要する経費を補
助する。

（目的・理由）
第２種漁港を計画的かつ一
体的に整備し、地域におけ
る水産資源の維持・増大と
水産物の生産流通機能の
増大を図り、水産物の安定
供給と漁業地域の活性化
に資する。
（根拠）
農水商工部関係補助金等
交付要綱

（政策）
安心を支える力強い農
林水産業の振興
（施策）
安全で安心な水産物の
安定的な提供
（目標）
水産生産基盤の整備

本事業の実施にあ
たっては多額の経費
を必要とすることか
ら、事業主体は補助
金によらなければ、
実施が困難である。

水産基盤室

農水商工部 1



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：農水商工部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
  補助事業者の氏名
  及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外
の方法の可能性

室（課）名 備考

1-4
(1-96)

バレー構想先端
産業等立地促進
補助金

ナイテック工業株式
会社
京都府亀岡市
大井町並河
３－２４ー１

500,000先端産業分野の工場の
新設に対して補助する。
津工場
業種：プラスチックフィル
ム・シート・床材・合成皮
革加工業

（目的・理由）
先端産業分野の工場立地
に対して設備投資費を補助
することにより雇用の確保
及び地域産業の高度化を
実現する。
（根拠）
三重県企業立地促進条例

（政策）
安心を支える雇用・就
業環境づくりと元気な産
業づくり
（施策）
自律的産業集積の推
進
（目標）
戦略的な企業誘致

本県への企業誘致を
実現するための優遇
措置として補助金以
外の方法での事業実
施は極めて困難であ
る。

企業立地室

1-5
(1-94)

同上 東ソー株式会社
山口県周南市
開成町４５６０

163,994高度部材産業分野の工
場の増設に対して補助す
る。
四日市事業所
業種：その他の無機化学
工業製品製造業

（目的・理由）
高度な機能材料の工場立
地に対して設備投資費を補
助することにより雇用の確
保及び地域産業の高度化
を実現する。
（根拠）
三重県企業立地促進条例

同上 同上 同上

農水商工部 2



第２－１号様式（条例第６条第３項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上、変更分）

（部局名：農水商工部）  (単位：千円)

変更前 変更後
1-1

(2-14)
団体営農業集落排
水整備促進事業費
補助金

鈴鹿市
鈴鹿市神戸
１－１８－１８

農業集落において、し尿、生活雑排水を処
理する施設の整備に要する経費を補助す
る。
（平成２２年度整備地区：鈴鹿市井田川北
・汲川原地区）

70,500 146,000 事業進捗を図るため、処理施
設工事を増工する。

農山漁村室

1-2
(2-15)

同上 伊賀市
伊賀市上野丸之内
１１６

農業集落において、し尿、生活雑排水を処
理する施設の整備に要する経費を補助す
る。
（平成２２年度整備地区：伊賀市神戸、
依那古、花垣地区）

425,000 452,400 事業進捗を図るため、管路施
設工事を増工する。

同上

1-3
(2-16)

同上 名張市
名張市鴻之台１－１

農業集落において、し尿、生活雑排水を処
理する施設の整備に要する経費を補助す
る。
（平成２２年度整備地区：名張市赤目南部
地区）

180,000 181,000 事業進捗を図るため、管路施
設工事を増工する。

同上

1-4
(2-18)

地域水産物供給基
盤整備事業費補助
金

鈴鹿市
鈴鹿市神戸
１－１８－１８

漁港を計画的に整備し、県民のニーズに
的確に対応した水産物の安定供給に資す
るため、鈴鹿漁港の整備に要する経費を
補助する。

72,000 63,798 工事発注時に入札差金が生じ
たことにより事業主体から減額
申請があり、減額交付決定を
行った。

水産基盤室

1-5
(2-20)

三重産業振興セン
ター補助金

財団法人三重県産業
支援センター
津市栄町１－８９１

三重産業振興センター（「メッセウイング・
みえ」）の建設工事に係る中小企業高度化
資金の償還金及び老朽化した設備の改修
を行うための経費のうち、三重県負担分を
（財）三重県産業支援センターに交付す
る。

241,356 219,209 メッセウィングみえＡＶ設備更
新工事の実施を見送ったこと
による減額。

商工振興室

1-6
(2-21)

三重県中小企業支
援センター事業費補
助金

同上 支援体制整備、窓口等相談、その他の中
小企業に対する支援事業に要する経費を
補助する。

125,795 125,861 システムハード保守業務や情
報誌編集業務にかかる委託契
約実績に応じた減額、福利厚
生費の率変更に伴う人件費実
績に応じた増額。

同上

1-7
(2-22)

三重県産業支援セ
ンター事業費補助金

同上 ベンチャー企業等の「チャレンジャー」段階
から「経営」段階に至るまでの各段階に応
じて行う、「資金供給」、「技術開発」、「人
材育成」、「販路開拓」、「情報提供」等の
支援事業を補助する。

141,244 127,367 ベンチャー支援補助金の採択
数の減等による減額変更。

同上

備考番号 変更の内容及び理由 室（課）名補助金等の名称 補助事業者の氏名
及び住所

事業内容
交付決定額

農水商工部 3



第２－２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（５億円以上）

（部局名：農水商工部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称 補助事業者の氏名
及び住所 交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由 実現しようとする政策、

施策及び目標
補助金等の交付以外
の方法の可能性 室（課）名 備考

1-4
(1-96)

バレー構想先端
産業等立地促進
補助金

ナイテック工業株
式会社
京都府亀岡市
大井町並河
３－２４ー１

500,000先端産業分野の工場
の新設に対して補助
する。
津工場
業種：プラスチックフィ
ルム・シート・床材・合
成皮革加工業

（目的・理由）
先端産業分野の工場立地に
対して設備投資費を補助する
ことにより雇用の確保及び地
域産業の高度化を実現する。
（根拠）
三重県企業立地促進条例

（政策）
安心を支える雇用・就
業環境づくりと元気な
産業づくり
（施策）
自律的産業集積の推
進
（目標）
戦略的な企業誘致

本県への企業誘致を
実現するための優遇
措置として補助金以
外の方法での事業実
施は極めて困難であ
る。

企業立地室

農水商工部 4



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：県土整備部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称 補助事業者の氏名
及び住所 交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由 実現しようとする政策、施

策及び目標
補助金等の交付以外の
方法の可能性 室（課）名 備考

1-1
(1-5)

下水道普及率
ジャンプアップ事
業補助金

津市
津市西丸之内２３
番１号

80,445平成７年度から平
成１２年度までの
各年度に実施され
た市町村単独事業
費のうち、平成３年
度から平成７年度
までの単独事業費
の平均値を上回る
部分に係る地方債
の元利償還額の一
部を助成する。
（平成１２年度まで
の制度で、新規採
択終了)

（目的・理由）
公共下水道の緊急かつ計画的
な整備を促進することにより、
生活環境の改善を図り、併せて
公共用水域の水質保全に寄与
する。
（根拠）
県土整備部関係補助金等交付
要綱

（政策）
快適なまちづくりの推進
（施策）
快適な都市環境の整備
（目標）
下水道普及率の向上

後年度の元利償還に
対する市町負担の軽
減措置制度であり、補
助金の交付以外の方
法は見当たらない。

下水道室

1-2
(1-6)

同上 四日市市
四日市市諏訪町１
番５号

88,669同上 同上 同上 同上 同上

1-3
(1-8)

同上 松阪市
松阪市殿町１３４０
番地１

96,471同上 同上 同上 同上 同上

県土整備部 1


